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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

1. 【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

  

(注) 1.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2.平成17年３月期において、Novofermグループが新たに取得したTST Tor-System-Technik GmbH,Durenほか１社を連結の範囲

に含めており、またSanwa Shutter Nederland B.V.ほか１社を連結子会社より除外しております。 

3.平成18年９月中間期において、Novofermグループが新たに取得したSeibau Raumsysteme GmbHを連結の範囲に含めており、

またSanwa Shutter France S.A.Sを連結子会社より除外しております。 

4.純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

回次 第70期中 第71期中 第72期中 第70期 第71期 

会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日

売上高 (百万円) 132,879 140,734 147,088 301,228 317,238 

経常利益 (百万円) 5,034 4,788 5,364 16,689 16,384 

中間(当期)純利益 (百万円) 3,071 3,040 3,524 9,291 10,355 

純資産額 (百万円) 101,748 109,572 145,340 106,149 151,506 

総資産額 (百万円) 288,379 305,011 311,723 296,343 326,250 

１株当たり純資産額 (円) 470.27 507.59 580.98 492.06 583.33 

１株当たり中間(当期)純
利益 

(円) 14.23 14.09 13.67 42.78 46.89 

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) 11.32 11.43 13.62 33.76 39.25

自己資本比率 (％) 35.3 35.9 46.6 35.8 46.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,717 5,031 5,557 7,338 13,382

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,214 △629 △6,062 503 △4,629

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,829 6,158 △19,197 △4,943 12,805

現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高 

(百万円) 19,700 34,037 25,442 23,481 45,106

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者数) (名) 

8,568 
(683) 

8,563
(746)

8,631
(777)

8,593 
(699) 

8,607
(752)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) 1.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2.平成18年３月期の１株当たり配当額15円は、創立50周年記念配当２円を含んでおります。 

3.平成18年３月期において、三和タジマ株式会社を当社へ吸収合併しております。 

4.純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

回次 第70期中 第71期中 第72期中 第70期 第71期 

会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日

売上高 (百万円) 67,944 71,076 72,463 160,134 159,845 

経常利益 (百万円) 3,609 3,249 3,573 11,367 10,020 

中間(当期)純利益 (百万円) 2,037 2,766 2,913 6,672 7,164 

資本金 (百万円) 22,952 22,952 38,413 22,952 38,413 

発行済株式総数 (千株) 228,406 228,406 270,420 228,406 270,420 

純資産額 (百万円) 110,488 115,238 142,312 114,044 148,572 

総資産額 (百万円) 235,516 248,669 247,175 240,497 261,037 

1株当たり純資産額 (円) 510.66 533.85 568.88 528.69 572.03 

1株当たり中間(当期)純
利益 

(円) 9.44 12.82 11.30 30.63 32.34

潜在株式調整後1株当た
り中間(当期)純利益 

(円) 7.64 10.46 11.26 24.43 27.89

1株当たり配当額 (円) 4.50 6.50 6.50 13.00 15.00

自己資本比率 (％) 46.9 46.3 57.6 47.4 56.9 

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者数) (名) 

2,758 
(640) 

2,797
(682)

2,818
(722)

2,757 
(654) 

2,775
(687)



2. 【事業の内容】 

当社グループは当社、子会社75社及び関連会社32社の計108社の構成になっており、ビル商業施設建材製品、住宅

建材製品の建築用金属製品の製造・販売並びにメンテナンス・リフォーム等のサービスを主な事業としておりま

す。なお、当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更事項はありませ

ん。また、主要な関係会社の異動はありません。 

  

3. 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、新たに下記の会社が関係会社（関連会社）となりました。 

（名称）上海宝産三和門業有限公司  （合弁会社） 

（住所）中国上海市 

（出資金）7572.7万元 

（主要な事業の内容）産業用市場向けシャッター、オーバーヘッドドア等の製造、販売、施工等 

（議決権に対する当社の所有割合）50.0％ 

（関係会社との関係内容） 

・役員の兼任等１名。 

・資金援助、重要な営業上の取引、設備の賃貸借、業務提携等はありません。 

なお、当該会社は共同支配企業であります。 

また、㈱田島順三製作所は当中間連結会計期間より三和タジマ㈱へ商号変更しております。 

その他重要な関係会社の異動はありません。 

  

4. 【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注)1.従業員数は、就業人員であります。 

2.従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

3.臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

ビル商業施設建材事業 
4,443 
(477) 

住宅建材事業 
3,148 
(65) 

メンテ・リフォーム事業 
358 
(198) 

その他事業 278 

全社(共通) 
404 
(37) 

合計 
8,631 
(777) 



  

(2)提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注)1.従業員数は、就業人員であります。 

2.従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

3.臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3)労働組合の状況 

当社グループでは、一部の国内及び在外子会社にて労働組合が組織されております。なお、労使関係について、

特筆すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 
2,818 
(722) 



第２ 【事業の状況】 

1. 【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資が増加するとともに、個人消費も増加

するなど緩やかながら回復基調で推移しました。一方、米国経済は、企業業績が好調を維持し民間設備投資も堅調な反

面、継続的な金利上昇により住宅投資が鈍化するなど景気減速の兆しも見られました。欧州経済は、輸出や個人消費が

回復基調にあり、景気は緩やかな回復傾向で推移しました。 

このような環境下、当社グループは第二次３ヵ年計画の最終年度として、各地域のマーケット特性に応じた戦略で、受注

拡大と利益増大に向けた諸施策を展開するとともに、世界的な原材料価格の高騰に対応すべく、グループを挙げて販売

価格の見直しや生産性の向上、経営コストの削減に取り組みました。また、第二次３ヵ年計画の基本方針のひとつである

中国事業については、上海での合弁会社の設立をはじめ、中国におけるグループ共同調達によるシナジー拡大を図るべ

く、米国グループ会社が上海事務所を設立するなど、基盤整備を推進しました。 

各地域の売上の状況は、国内では工場、倉庫等の堅調な需要などにより増収となり、米国及び欧州グループ会社で

も、販売数量増加により各々増収となりました。また、利益面においては、営業利益は国内では増収効果、経営コストの再

構築活動「CR21活動」により増益となりましたが、米国では量販店向けの不採算取引の影響により減益となり、欧州でも原

材料価格の高騰により減益となりました。経常利益は、国内では当社の金融収益の改善により増益となり、米国、欧州にお

いても各々増益となりました。中間純利益は、国内では当社資金運用益の増加により、米国では子会社の事業再構築費

用を計上したものの増益を確保しました。欧州では、グループ会社支援の特別損失が発生したことにより減益となりまし

た。 

以上の結果、当中間連結会計期間の連結売上高は、前年同期に比べ4.5％増の147,088百万円、連結営業利益は、前

年同期に比べ2.6％増の5,134百万円、連結経常利益は、前年同期に比べ12.0％増の5,364百万円、連結中間純利益

は、前年同期に比べ15.9％増の3,524百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は以下の通りです。 

  

①ビル商業施設建材事業 

・売上高 

国内では、重量シャッター、軽量シャッター等の数量が減少したものの、工場、倉庫等の需要増によりシャッター

関連製品や間仕切製品が好調に推移したため増収となりました。米国では、好調な民間設備投資を背景に増収と

なり、欧州でも、販売数量の増加により増収を確保しました。全体の売上高は前年同期に比べ3.7％増の86,986百

万円となりました。 

・営業利益 

国内では、売上増加に伴う利益増と、「CR21活動」等によるコスト削減効果により増益となりました。米国でも、増

収効果及び採算性の改善により増益となりましたが、欧州では、長期化する原材料価格高騰の影響及び新規大型

物件のコスト増により減益となりました。全体では前年同期に比べ15.6％増の3,184百万円となりました。 

  

②住宅建材事業 

・売上高 

国内では、販売競争の激化により主力の窓シャッターが低調なため、前年同期に比べ減収となりましたが、米国

及び欧州では、販売数量の増加により増収となりました。全体の売上高は前年同期に比べ5.7％増の47,919百万



円となりました。 

・営業利益 

国内では、コスト削減に努めたものの、減収の影響により減益となり、また米国でも、コスト増を販売価格に転嫁し

きれず利益率が低下し減益となりました。欧州では、主に前年同期に実施したリストラ効果により増益となりました。

全体では前年同期に比べ18.3％減の888百万円となりました。 

  

③メンテ・リフォーム事業 

・売上高 

国内では、リフォーム事業が伸び悩み減収となりましたが、メンテナンスサービス事業が好調に推移し増収となり

ました。欧州では、ドイツのメンテナンスサービス会社が、販売競争の激化により減収となりました。全体での売上高

は前年同期に比べ3.3％増の8,682百万円となりました。 

・営業利益 

国内では、リフォーム事業の先行投資におけるコスト増の影響により減益となり、また欧州でも減収の影響により

減益となりました。全体では、前年同期に比べ16.4％減の694百万円となりました。 

  

④その他事業 

・売上高 

米国におけるトラック、トレーラーなどの車両用ドアは、販売数量の増加及び大口顧客向けを中心とした売上増

により、前年同期に比べ12.7％増の3,499百万円となりました。 

・営業利益 

売上の増収効果により増益となり、前年同期に比べ10.9％増の367百万円となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は以下の通りです。 

  

①日本 

・売上高 

重量シャッター、軽量シャッター、窓シャッターやリフォーム事業が伸び悩んだものの、工場、倉庫等の需要増に

よりシャッター関連製品や間仕切製品が好調に推移したことにより、前年同期に比べ0.1%増の80,286百万円となり

ました。 

  

・営業利益 

リフォーム事業の先行投資におけるコスト増の影響があったものの、「CR21活動」等によるコスト削減効果によ

り増益となり、前年同期と比べ5.3%増の3,175百万円となりました。 

  

②北米 

・売上高 

好調な民間設備投資を背景に、住宅建材事業での販売数量の増加及び車両用ドアが好調だったことにより、前

年同期と比べ11.3%増の41,853百万円となりました。 

  

・営業利益 

車両ドアの増収効果があったものの、住宅建材事業でのコスト増を販売価格に転嫁しきれず利益率が低下し、

前年同期に比べ5.1%減の1,655百万円となりました。 



  

③欧州 

・売上高 

メンテナンスサービス事業での販売競争の激化があったものの、ビル商業施設・住宅建材事業での販売数量の

増加により増収となり、前年同期に比べ8.8%増の24,947百万円となりました。 

  

・営業利益 

原材料価格高騰及び新規大型物件のコスト増があったものの、前年同期に実施したリストラ効果及び為替換算

の影響により増益となり、前年同期に比べ25.6%増の302百万円となりました。 

  



(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースでの現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ19,663百万円減少

し25,442百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りでありま

す。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の増加及び売上債権の減少などにより、5,557百万

円の資金増加（前年同期は5,031百万円の資金増加）となりました。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有価証券・投資有価証券の取得による支出、固定資産の取得による支出

が増加し、6,062百万円の資金減少（前年同期は629百万円の資金減少）となりました。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャルペーパーの償還に伴う支出及び自己株式の取得による支出が増

加し、19,197百万円の資金減少（前年同期は6,158百万円の資金増加）となりました。 

  

  

  



2. 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1)生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注)1.金額は、販売価格によっております。 

2.連結会社間の取引が複雑であり、セグメント毎の生産高を正確に把握することは困難なため、概算値で表示しております。

また、上記の金額は相殺消去前の金額であります。 

3.上記の金額に、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)受注状況 

当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注)1.メンテ・リフォーム事業及び在外子会社は受注生産を行っておりません。 

2.上記の金額は、相殺消去前の金額であります。 

3.上記の金額に、消費税等は含まれておりません。 

  

(3)販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注)1.セグメント間取引については、相殺消去しております。 

2.上記の金額に、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ビル商業施設建材事業 84,564 6.5 

住宅建材事業 47,341 5.6 

メンテ・リフォーム事業 5,572 9.4 

その他事業 3,499 12.7 

合計 140,978 6.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％)
受注残高
(百万円) 

前年同期比(％) 

ビル商業施設建材事業 87,586 3.0 94,057 11.6 

住宅建材事業 9,337 △5.5 326 △9.6 

合計 96,923 2.1 94,383 11.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ビル商業施設建材事業 86,986 3.7 

住宅建材事業 47,919 5.7 

メンテ・リフォーム事業 8,682 3.3 

その他事業 3,499 12.7 

合計 147,088 4.5 



3. 【対処すべき課題】 

  

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 

  

4. 【経営上の重要な契約等】 

  

当中間連結会計期間において、新たに生じた経営上の重要な契約等はありません。 

  

5. 【研究開発活動】 

  

当中間連結会計期間における研究開発活動は、新製品の開発及び既存製品の改良に取り組みました。なお、研究

開発費の総額は1,585百万円（一般管理費：1,493百万円、製造原価：92百万円）となっております。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動は以下のとおりであります。 

(1)ビル商業施設建材事業 

シャッター関連製品については、防火シャッターの連動制御器と危害防止用連動中継器を一体化した「危害防

止機能付連動制御器」、既設の防火シャッター下部に簡単に後付けできる耐火スクリーン方式の危害防止機構を

開発しました。 

また、オーバースライダーにおいては、従来から要望が多かった設計範囲を拡大し、受注機会を増やしまし

た。 

ドア関連商品については、市場別に新商品を投入しました。 

マンションドア市場向けには、タレットパンチプレスを用いた「（仮称）エンボスプレスドア」や、複数の

表面鋼板の組み合わせが可能な「（仮称）新工法マンションドア」の開発を行いました。また、寒冷地や外断

熱工法のマンション向けに「高断熱マンションドア」、工場での仕上げ塗装を標準とし、サイズオーダーも可

能な「（仮称）YAGマンションドア」を開発しました。 

医療福祉施設市場向けドアとしては、透明な耐熱板ガラスで縦長形状の窓を設け、すっきりとした意匠の

「スムードＳ特定防火設備大臣認定品」や、非常時には自動的に閉鎖して炎や煙の侵入を抑える「煙感知器連

動フリーストップ装置」の開発を行いました。 

一般ビル用ドア市場には、安全ガラスを使用した耐熱ガラス入特定防火設備「ファイヤードⅡ」におけるバ

リエーション追加として「遮煙防火大臣認定品」「大型ＦＩＸタイプ」及び「ステンレス仕様」の開発を行い

ました。これらにより、建築設計における様々な要求への対応が可能になりました。また、ホテル向けドアと

して「プロスパー」のフルモデルチェンジを行い、表面鋼板、錠前などの品揃えを刷新しました。 

間仕切関連商品については、増え続ける新築・リフォーム市場のオフィス向けにガラスと装飾ガラスフィル

ムを組み合わせ、高級感を演出したデザイントイレブース「セレブース」の開発を行いました。 

なお、当事業に係る研究開発費は、981百万円であります。 

  

(2)住宅建材事業 

ガレージ商品については、アルミのホローパネルを使用して洗練された意匠で防犯性能の高い「アルミフラ

ットガレージドア」を開発し、都市型住宅向けにヘッドルームが250mmのコンパクトな納まりでシンプルなデザ

インのガレージドア「Cookie（クッキー）」を発売しました。また、多様化するガレージライフへの対応とし

て、断熱性能を有し、潜り戸付を可能にした「多機能ガレージドア」を開発しました。なお、ガレージ商品の

「アルミフラットガレージドア」「多機能ガレージドア」については「防犯性能の高い建物部品の開発・普及



に関する官民合同会議」の防犯性能試験に合格し、ＣＰマークを取得しました。 

窓シャッター製品については、防犯・プライバシー保護効果と通風採光機能を両立した手動式外付けブライ

ンド「ミラーユ」を発売し、戸建住宅用の「ミラーユⅠ」、マンション用の「ミラーユⅡ」・「ミラーユⅢ」

とあわせて、機能・納まり別に３商品の品揃えを行いました。 

エクステリア製品については、サンゲートＮ型とのデザインコーディネート可能なシンプルモダンデザイン

の形材門扉・フェンス・機能門柱「サンモダンシリーズ」を開発しました。 

なお、当事業に係る研究開発費は、582百万円であります。 

  

(3)メンテ・リフォーム事業 

当事業における研究開発活動において特筆すべき事項はありません。 

  

(4)その他事業 

当事業における研究開発活動において特筆すべき事項はありません。 

なお、当事業に係る研究開発費は、21百万円でありますが、主に前連結会計年度からの継続的な活動による

ものであります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

1. 【主要な設備の状況】 

  

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

2. 【設備の新設、除却等の計画】 

  

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並

びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

1. 【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 391,160,000 

計 391,160,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月12日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 270,420,497 270,420,497

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 270,420,497 270,420,497 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法の規定に基づく新株予約権 

平成15年６月25日定時株主総会決議 

(注)1．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

2．新株予約権の目的となる株式の数は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の計算式により目的たる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

3．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げる。 

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使の場合を除く）を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

4．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の資本組入額は、発行価格に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未

満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日）  

新株予約権の数(個) 1,346(注)1 1,305(注)1  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左  

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,346,000(注)2 1,305,000(注)2  

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり        462(注)3 同左  

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成19年６月20日 同左  
新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円) 

発行価格         462(注)3
資本組入額        231(注)4 

同左  

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下
「新株予約権者」という。）は、権
利行使時においても当社及び当社連
結子会社、持分法適用非連結子会社
（各々海外子会社を除く。）の取締
役、監査役、執行役員、常勤顧問又
は従業員の地位にあることを要する
ものとする。ただし、新株予約権者
が定年退職、任期満了により退任し
た場合又は当社取締役会が正当な理
由があると認めた場合はこの限りで
はない。 
②新株予約権の質入れその他一切の処
分は認めない。 
③新株予約権の相続は認めない。ただ
し、新株予約権者が業務上の事由に
より死亡した場合及び当社取締役会
が認めた場合はこの限りではない。 
④上記以外の権利行使についての条件
は、平成15年６月25日開催の当社第
68期定時株主総会及び平成15年７月
28日開催の当社取締役会決議に基づ
き、当社と対象者との間で締結する
「新株予約権付与契約」に定めると
ころによる。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締
役会の承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ―――― ――――  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 
調 整 後 

＝ 
調 整 前 

× 
新規発行前の株価 

払 込 金 額 払込金額 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



  
平成16年６月24日定時株主総会決議 

(注)1．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

2．新株予約権の目的となる株式の数は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の計算式により目的たる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

3．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げる。 

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使の場合を除く）を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

4．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の資本組入額は、発行価格に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未

満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日）  

新株予約権の数(個) 1,809(注)1 1,788(注)1  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左  

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,809,000(注)2 1,788,000(注)2  

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり        579(注)3 同左  

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成20年６月20日 同左  
新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円) 

発行価格         579(注)3
資本組入額        290(注)4 

同左  

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下
「新株予約権者」という。）は、権
利行使時においても当社従業員並び
に当社の一部連結子会社及び当社持
分法適用非連結子会社（各々海外子
会社を除く。）の取締役、監査役、
執行役員、常勤顧問又は従業員の地
位にあることを要するものとする。
ただし、新株予約権者が定年退職、
任期満了により退任した場合又は当
社取締役会が正当な理由があると認
めた場合はこの限りではない。 
②新株予約権の質入れその他一切の処
分は認めない。 
③新株予約権の相続は認めない。ただ
し、新株予約権者が業務上の事由に
より死亡した場合及び当社取締役会
が認めた場合はこの限りではない。 
④上記以外の権利行使についての条件
は、平成16年６月24日開催の当社第
69期定時株主総会及び平成16年７月
29日開催の当社取締役会決議に基づ
き、当社と対象者との間で締結する
「新株予約権付与契約」に定めると
ころによる。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締
役会の承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ―――― ――――  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 
調 整 後 

＝ 
調 整 前 

× 
新規発行前の株価 

払 込 金 額 払込金額 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



  
(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4)【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注)1．当社は次のとおり自己株式を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。 

  

2．証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、次のとおり変更報告書が関東財務局長に提出されて

おりますが、当社として当中間会計期間における実質所有株式数の確認ができておりません。 

  

3．上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年９月30日 ― 270,420 ― 38,413 ― 39,902 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８―11 31,492 11.65

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11―３ 22,147 8.19

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13―１ 12,225 4.52 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１―２ 8,799 3.25 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６―６ 7,924 2.93 

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪府大阪市北区西天満４丁目15―10 7,735 2.86 

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目４―１ 6,968 2.58 

資産管理サービス信託銀行株式
会社 

東京都中央区晴海１丁目８―12 6,408 2.37

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 6,176 2.28 

ソニー生命保険株式会社 東京都港区南青山１丁目１―１ 5,262 1.95

計 ― 115,137 42.58 

所有株式数 20,255,597株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 7.49％

氏名又は名称 所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

提出日 報告義務発生日

ドイツ証券株式会社ほかグルー
プ会社３社 6,266 2.32 平成18年５月12日 平成18年４月30日

モルガン・スタンレー証券株式
会社ほかグループ会社８社 11,034 4.08 平成18年７月10日 平成18年６月30日

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行ほ
かグループ会社４社 21,888 8.09 平成18年８月15日 平成18年７月31日

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 31,492千株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 22,147千株
資産管理サービス信託銀行株式会社 6,408千株
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,539千株



(5)【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注)1．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれております。 

2．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式597株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

2. 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

3. 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 20,255,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 248,361,000 248,361 ― 

単元未満株式 普通株式 1,804,497 ― ― 

発行済株式総数 270,420,497 ― ― 

総株主の議決権 ― 248,361 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
三和シヤッター工業 
株式会社 

東京都新宿区西新宿 
二丁目１番１号 

20,255,000 ― 20,255,000 7.49

計 ― 20,255,000 ― 20,255,000 7.49 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 800 797 757 676 688 688 

最低(円) 753 687 636 582 605 640 



第５ 【経理の状況】 

1. 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

2. 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９

月30日まで）の中間財務諸表について、協立監査法人により中間監査を受けております。 

  



1. 【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

1.現金及び預金     31,426   21,417    13,313  

2.転換社債償還 

 に係る預け金 
    ―   ―    32,187  

3.受取手形及び売掛金 ※５   71,450   72,948    82,269  

4.有価証券     4,323   6,024    107  

5.棚卸資産     45,262   48,361    38,375  

6.繰延税金資産     2,838   2,360    2,250  

7.その他     5,097   6,212    6,381  

8.貸倒引当金     △1,840   △2,059    △1,973  

流動資産合計     158,557 52.0  155,266 49.8   172,912 53.0

Ⅱ 固定資産                

1.有形固定資産 ※１              

(1)建物 ※２ 16,410    16,092   16,139    

(2)土地 ※２ 16,464    22,469   16,951    

(3)その他   19,971 52,847 17.3 15,842 54,404 17.5 21,089 54,181 16.6

2.無形固定資産                

(1)のれん   ―    48,697   ―    

(2)営業権   46,166    ―   48,716    

(3)連結調整勘定   496    ―   421    

(4)その他   10,061 56,724 18.6 11,339 60,036 19.3 10,967 60,105 18.4

3.投資その他の資産                

(1)投資有価証券   25,879    30,856   29,185    

(2)繰延税金資産   4,937    4,544   4,561    

(3)その他   6,589    7,131   5,870    

(4)貸倒引当金   △523 36,882 12.1 △517 42,015 13.5 △567 39,050 12.0

固定資産合計     146,454 48.0  156,456 50.2   153,337 47.0

資産合計     305,011 100.0  311,723 100.0   326,250 100.0

                 



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

1.支払手形及び買掛金 ※５   43,536   45,277    46,818  

2.短期借入金 ※４   30,763   26,380    26,926  

3.コマーシャルペーパー     ―   ―    10,000  

4.１年以内に償還期限 
の到来する転換社債 

    46,627 ―   ― 

5.賞与引当金     2,902   3,077    3,029  

6.繰延税金負債     1,001   456    768  

7.その他     27,135   30,528    26,691  

流動負債合計     151,965 49.8  105,720 33.9   114,234 35.0

Ⅱ 固定負債                

1.社債     5,000   15,000    15,000  

2.長期借入金 ※２   19,880   28,768    28,424  

3.退職給付引当金     11,852   11,829    11,644  

4.役員退職金引当金     1,120   716    1,166  

5.繰延税金負債     3,863   3,324    3,526  

6.その他     1,738   1,022    715  

固定負債合計     43,455 14.2  60,662 19.5   60,476 18.5

負債合計     195,420 64.1  166,382 53.4   174,711 53.6

(少数株主持分)                

少数株主持分     19 0.0  ― ―   32 0.0

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     22,952 7.5  ― ―   38,413 11.8

Ⅱ 資本剰余金     24,483 8.0  ― ―   39,902 12.2

Ⅲ 利益剰余金     64,855 21.3  ― ―   70,479 21.6

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    1,233 0.4 ― ―   2,297 0.7

Ⅴ 為替換算調整勘定     1,862 0.6  ― ―   5,463 1.7

Ⅵ 自己株式     △5,815 △1.9  ― ―   △5,049 △1.5

資本合計     109,572 35.9  ― ―   151,506 46.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    305,011 100.0 ― ―   326,250 100.0

                 



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

1.資本金     ― ―  38,413 12.3   ― ―

2.資本剰余金     ― ―  39,902 12.8   ― ―

3.利益剰余金     ― ―  71,687 23.0   ― ―

4.自己株式     ― ―  △11,430 △3.7   ― ―

株主資本合計     ― ―  138,573 44.5   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

1.その他有価証券評価 
差額金 

    ― ― 1,829 0.6   ― ―

2.繰延ヘッジ損益     ― ―  50 0.0   ― ―

3.為替換算調整勘定     ― ―  4,887 1.6   ― ―

評価・換算差額等 
合計 

    ― ― 6,767 2.2   ― ―

純資産合計     ― ―  145,340 46.6   ― ―

負債純資産合計     ― ―  311,723 100.0   ― ―

                 



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     140,734 100.0  147,088 100.0   317,238 100.0

Ⅱ 売上原価     105,452 74.9  111,077 75.5   238,763 75.3

売上総利益     35,282 25.1  36,010 24.5   78,474 24.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１   30,278 21.5 30,875 21.0   61,153 19.3

営業利益     5,003 3.6  5,134 3.5   17,321 5.5

Ⅳ 営業外収益                

 1.受取利息   127    175   260    

 2.受取配当金   701    295   891    

 3.有価証券売却益   115    293   386    

 4.持分法による 
  投資利益 

  58   74 196   

 5.その他   296 1,298 0.9 402 1,241 0.8 780 2,514 0.8

Ⅴ 営業外費用                

 1.支払利息   1,203    834   2,312    

 2.デリバティブ評価損   193    47   718    

 3.その他   115 1,512 1.1 128 1,011 0.7 419 3,450 1.1

経常利益     4,788 3.4  5,364 3.6   16,384 5.2

Ⅵ 特別利益                

 1.固定資産売却益 ※２ 7    17   21    

 2.投資有価証券売却益   1,522    1,627   3,423    

 3.その他   3 1,533 1.1 1 1,646 1.1 5 3,450 1.1

Ⅶ 特別損失                

 1.固定資産処分損 ※３ 12    42   94    

 2.固定資産売却損 ※４ 17    3   32    

 3.投資有価証券評価損   110    50   109    

 4.子会社事業再構築費用 ※５ ―    238   111    

 5.関係会社支援損 ※６ ―    467   240    

 6.製品不具合対策損失 ※７ 138    ―   216    

 7.子会社労働争議損失 ※８ 572    ―   773    

 8.転換社債償還損等   ―    ―   869    

 9.関係会社株式評価損   ―    ―   1,593    

10.その他   10 862 0.6 0 802 0.5 33 4,074 1.3

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

    5,459 3.9 6,208 4.2   15,760 5.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  2,435   2,965 6,148   

法人税等調整額   △26 2,408 1.7 △281 2,684 1.8 △766 5,381 1.7

少数株主利益     10 0.0  ― ―   23 0.0

中間(当期)純利益     3,040 2.2  3,524 2.4   10,355 3.3

                 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高    24,483  24,483

Ⅱ 資本剰余金増加高       

転換社債の転換に伴う 

資本剰余金組入額 
  ― ― 15,418 15,418

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

 24,483 39,902

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高    63,777  63,777

Ⅱ 利益剰余金増加高       

中間(当期)純利益   3,040 3,040 10,355 10,355

Ⅲ 利益剰余金減少高       

1.配当金   1,832  3,235  

2.役員賞与   70  70  

3.自己株式処分差損   59  123  

4.その他   ― 1,961 224 3,653

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

 64,855 70,479

      



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
38,413 39,902 70,479 △5,049 143,745 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △2,206   △2,206 

 利益処分による役員賞与

（注） 
    △70   △70 

 中間純利益     3,524   3,524 

 自己株式の取得       △6,690 △6,690 

 自己株式の処分     △39 310 270 

株主資本以外の項目 
の中間連結会計期間中の 
変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額

合計（百万円） 
― ― 1,207 △6,380 △5,172 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
38,413 39,902 71,687 △11,430 138,573 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
2,297 ― 5,463 7,760 32 151,538 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当（注）           △2,206 

 利益処分による役員賞与

（注） 
          △70 

 中間純利益           3,524 

 自己株式の取得           △6,690 

 自己株式の処分           270 

株主資本以外の項目 
の中間連結会計期間中の 
変動額（純額） 

△468 50 △576 △993 △32 △1,025 

中間連結会計期間中の変動額

合計（百万円） 
△468 50 △576 △993 △32 △6,198 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
1,829 50 4,887 6,767 ― 145,340 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約キャッシュ・フロー

計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

 1.税金等調整前中間(当期)純利益   5,459 6,208 15,760 

 2.減価償却費   2,636 2,705 5,526 

 3.のれん償却額   ― 74 ― 

 4.連結調整勘定償却額   74 ― 148 

 5.貸倒引当金の増加額   58 46 152 

 6.退職給付引当金等の増加額又は減少額(△)   221 △363 △54 

 7.受取利息及び受取配当金   △828 △470 △1,151 

 8.支払利息   1,203 834 2,312 

 9.持分法による投資利益   △58 △74 △196 

10.固定資産除売却損益   22 28 106 

11.投資有価証券売却益   △1,522 △1,627 △3,423 

12.投資有価証券評価損   110 50 109 

13.売上債権の減少額又は増加額(△)   9,091 9,399 △502 

14.棚卸資産の減少額又は増加額(△)   △6,560 △9,907 1,225 

15.仕入債務の減少額(△)   △3,283 △1,565 △478 

16.その他   2,832 4,769 1,851 

小計   9,457 10,107 21,386 

17.利息及び配当金の受取額   819 477 1,149 

18.利息の支払額   △1,094 △849 △2,157 

19.法人税等の支払額   △4,150 △4,177 △6,996 

営業活動によるキャッシュ・フロー   5,031 5,557 13,382 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

 1.有価証券・投資有価証券の取得による支出   ― △13,941 ― 

 2.有価証券・投資有価証券の売却による収入   ― 12,862 ― 

 3.有価証券の売却による収入   1,177 ― 1,378 

 4.投資有価証券の取得による支出   △9,536 ― △22,923 

 5.投資有価証券の売却による収入   6,574 ― 19,256 

 6.固定資産の取得による支出   △1,604 △2,896 △5,490 

 7.貸付けによる支出   △1,105 △1,800 △2,290 

 8.貸付金の回収による収入   3,731 1,128 4,742 

 9.その他   134 △1,414 698 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △629 △6,062 △4,629 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

 1.短期借入金の増減   4,997 110 3,474 

 2.長期借入れによる収入   5,774 2,690 16,718 

 3.長期借入金の返済による支出   △2,596 △3,372 △8,920 

 4.コマーシャルペーパーの増減   ― △10,000 10,000 

 5.社債発行による収入   ― ― 10,000 

 6.転換社債の償還による支出   ― ― △15,747 

 7.自己株式の取得・処分による純収支額   △185 △6,420 516 

 8.配当金の支払額   △1,832 △2,206 △3,235 

財務活動によるキャッシュ・フロー   6,158 △19,197 12,805 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △4 38 66 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△)   10,556 △19,663 21,624 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   23,481 45,106 23,481 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 34,037 25,442 45,106 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

1.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社数 29社 

主要な連結子会社の名称 

昭和フロント㈱ 

沖縄三和シヤッター㈱ 

㈱田島順三製作所 

三和タジマ㈱ 

三和エクステリア新潟工場㈱ 

ベニックス㈱ 

Overhead Door Corporation 

Novoferm Europe Ltd. 

1.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社数 28社 

主要な連結子会社の名称 

昭和フロント㈱ 

沖縄三和シヤッター㈱ 

三和タジマ㈱（※） 

三和エクステリア新潟工場㈱ 

ベニックス㈱ 

Overhead Door Corporation 

Novoferm Europe Ltd. 

なお、当中間連結会計期間より

新たに連結の範囲に含めた子会

社は以下のとおりであります。 

取得…Siebau Raumsysteme GmbH 

また、当中間連結会計期間より

連結の範囲から除いた子会社は

以下のとおりであります。 

合 併…Sanwa  Shutter  France 

S.A.S. 

※㈱田島順三製作所は、当中間

連結会計期間より三和タジマ

㈱へ商号を変更しております 

1.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社数 28社 

主要な連結子会社の名称 

昭和フロント㈱ 

沖縄三和シヤッター㈱ 

㈱田島順三製作所 

三和エクステリア新潟工場㈱ 

ベニックス㈱ 

Overhead Door Corporation 

Novoferm Europe Ltd. 

なお、三和タジマ㈱は当連結会

計年度末に、当社へ吸収合併さ

れたため、連結子会社より除外

しております。 

(2)主要な非連結子会社名 

㈱吉田製作所 

(2)主要な非連結子会社名 

同左 

(2)主要な非連結子会社名 

同左 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社51社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等のそれぞれ

の合計額はいずれも僅少であ

り、中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いております。 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社47社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等のそれぞれ

の合計額はいずれも僅少であ

り、中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いております。 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社48社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等のそれぞれ

の合計額は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため連結の範囲から除いて

おります。 



  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

2.持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用非連結子会社数７社 

持分法適用非連結子会社の名称 

三和シヤッター(香港)有限公司 

三和シヤッター(シンガポール)

有限公司 

安和金属工業股分有限公司 

昭和建産㈱ 

三和喜雅達門業設計(上海) 

有限公司 

Dong Bang Novoferm Inc. 

Novoferm Alsal S.A. 

2.持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用非連結子会社数８社 

持分法適用非連結子会社の名称 

三和シヤッター(香港)有限公司 

三和シヤッター(シンガポール)

有限公司 

安和金属工業股分有限公司 

三和喜雅達門業設計(上海) 

有限公司 

昭和建産㈱ 

田島メタルワーク㈱ 

Dong Bang Novoferm Inc. 

Novoferm Alsal S.A. 

  

2.持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用非連結子会社数８社 

持分法適用非連結子会社の名称 

三和シヤッター(香港)有限公司 

三和シヤッター(シンガポール)

有限公司 

安和金属工業股分有限公司 

三和喜雅達門業設計(上海) 

有限公司 

昭和建産㈱ 

田島メタルワーク㈱ 

Dong Bang Novoferm Inc. 

Novoferm Alsal S.A. 

なお、当連結会計年度末にお

いて、株式の取得により、田

島メタルワーク㈱を持分法の

適用範囲に含めております。 

(2)持分法を適用した関連会社 

該当はありません。 

(2)持分法を適用した関連会社 

同左 

(2)持分法を適用した関連会社 

同左 

(3)持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社名 

㈱吉田製作所 

(3)持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社名 

同左 

(3)持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社名 

同左 

(持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、中間純損

益及び利益剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法の対象か

ら除いても中間連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外し

ております。 

(持分法を適用しない理由) 

同左 

(持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、当期純損

益及び利益剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しており

ます。 

(4)持分法の適用の手続きについて

特に記載する必要があると認め

られる事項 

持分法適用会社のうち中間決算

日が異なる会社については、当

該会社の中間会計期間に係る中

間財務諸表を使用しておりま

す。 

(4)持分法の適用の手続きについて

特に記載する必要があると認め

られる事項 

同左 

  

(4)持分法の適用の手続きについて

特に記載する必要があると認め

られる事項 

持分法適用会社のうち決算日が

異なる会社については、当該会

社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

3.連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

3.連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

3.連結子会社の決算日等に関する事

項 

在外子会社の中間決算日は６月

30日であり、それ以外はすべて

９月30日であります。 

また、在外子会社については、

６月30日現在の中間財務諸表を

基礎として連結を行っておりま

す。ただし、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

同左 

  

在外子会社の決算日は12月31日

であり、それ以外はすべて３月

31日であります。 

また、在外子会社については、

12月31日現在の財務諸表を基礎

として連結を行っております。

ただし、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

4.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

4.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定) 

4.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

②デリバティブ取引により生じる

債権債務 

時価法 

②デリバティブ取引により生じる

債権債務 

同左 

②デリバティブ取引により生じる

債権債務 

同左 

③棚卸資産 

国内会社 

原材料のうちアルミニウム品 

総平均法による低価法 

その他の棚卸資産 

総平均法による原価法 

在外子会社 

先入先出法または移動平均

法による低価法 

③棚卸資産 

同左 

③棚卸資産 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

国内会社    定率法 

耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用し、取得価額が10

万円以上20万円未満の少額減

価償却資産については、３年

均等償却を採用しておりま

す。 

在外子会社    定額法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

定額法 

国内会社の耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期間(５年間)に基づ

く定額法によっております。

なお、在外子会社の営業権等

については、所在地国の会計

処理基準により償却を行って

おりません。 

②無形固定資産 

定額法 

国内会社の耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期間(５年間)に基づ

く定額法によっております。

なお、在外子会社ののれん等

については、所在地国の会計

処理基準により償却を行って

おりません。 

②無形固定資産 

定額法 

国内会社の耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期間(５年間)に基づ

く定額法によっております。

なお、在外子会社の営業権等

については、所在地国の会計

処理基準により償却を行って

おりません。 

③長期前払費用 

定額法 

国内会社の耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

③長期前払費用 

同左 

③長期前払費用 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権等の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権について

は、財務内容評価法により計上

しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上

しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

同左 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異については、

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(主とし

て10年)による定額法により、

主に発生連結会計年度から費用

処理しております。 

過去勤務債務については、国内

会社では発生した連結会計年度

で一括費用処理し、一部の在外

子会社では発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(主として10年)による定額法

により処理しております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産に基

づき、当連結会計年度末におい

て発生している額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異については、

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(主とし

て10年)による定額法により、

主に発生連結会計年度から費用

処理しております。 

過去勤務債務については、国内

会社では発生した連結会計年度

で一括費用処理し、一部の在外

子会社では発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(主として10年)による定額法

により処理しております。 

④役員退職金引当金 

当社及び国内子会社の一部につ

いては役員退職金支給に備える

ため、会社内規定による中間期

末退職金要支給額を計上してお

ります。 

④役員退職金引当金 

同左 

④役員退職金引当金 

当社及び国内子会社の一部につ

いては役員退職金支給に備える

ため、会社内規定による期末退

職金要支給額を計上しておりま

す。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

当社及び国内子会社は、リース

物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってお

り、在外子会社については、主

として通常の売買取引に準じた

会計処理によっております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、金利スワ

ップについては特例処理の要件

を満たしている場合は特例処理

を採用しております。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ取引、通貨ス

ワップ取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

・ヘッジ対象 

借入金等有利子負債、 

有価証券 

・ヘッジ対象 

借入金、有価証券 

  

③ヘッジ方針 

社内規定に基づき、主として資

産又は負債に係る為替変動及び

金利変動等のリスクを回避する

ために、デリバティブ取引を利

用しております。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額と

ヘッジ対象の変動額の累計額を

比較して、有効性の判断を行っ

ております。ただし、ヘッジ手

段とヘッジ対象の資産又は負債

に関する重要な条件が同一であ

る場合には、ヘッジ有効性評価

を省略しております。また、特

例処理によっている金利スワッ

プについても同様であります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6)会計処理基準の差異 

在外子会社が採用する会計処理

基準は、当社が採用する会計処

理基準とは異なり、在外子会社

の所在地国における会計処理基

準を適用しております。 

(6)会計処理基準の差異 

同左 

(6)会計処理基準の差異 

同左 

  

(7)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

(7)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(7)その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



  

  

（会計方針の変更） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金、及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同左 

5.連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金、及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は145,289百万円であり

ます。 

また、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間におけ

る中間連結財務諸表は、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

―――――― （企業結合に係る会計基準等） 

当中間連結会計期間から「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。これによる損益に与える影

響はありません。 

―――――― 



（表示方法の変更） 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用となったこと及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、前中間連結会計期間

末まで投資その他の資産の「その他」として表示してお

りました投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ

の出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）を前連結会計年度末より「投資有価証券」

（前中間連結会計期間末3,844百万円）として表示する

方法に変更しております。なお、当中間連結会計期間末

の「投資有価証券」に含まれる当該出資の額は、4,303

百万円であります。 

（中間連結貸借対照表） 

当中間連結会計期間から、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき、「連結調整勘定」及び「営業権」を「のれ

ん」と表示しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間まで投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました無形固定

資産の取得による支出は重要性が増したため、当中間連

結会計期間より「有形固定資産の取得による支出」と合

算して「固定資産の取得による支出」として表示してお

ります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間まで投資活動によるキャッシュ・フ

ローに表示しておりました「有価証券の売却による収

入」は重要性が乏しくなったため、「投資有価証券の売

却による収入」と合算して「有価証券・投資有価証券の

売却による収入」として表示しております。また、同様

に「投資有価証券の取得による支出」は「有価証券・投

資有価証券の取得による支出」として表示しておりま

す。 

また、中間連結財務諸表規則の改正により、「連結調整

勘定償却額」及び「減価償却費」に含まれていた営業権

償却額は、当中間連結会計期間から「のれん償却額」と

して表示しております。なお、前中間連結会計期間の

「減価償却費」に含まれている営業権償却額は僅少であ

ります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

58,877百万円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

63,672百万円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

61,743百万円 

―――――― ※2.担保資産 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

上記に対応する債務は次のとお

りであります。 

土地 295百万円
建物 1,288百万円
計 1,583百万円

長期借入金 1,132百万円

―――――― 

3.偶発債務 3.偶発債務 3.偶発債務 

連結子会社以外の会社の金融機

関からの借入金等に対して次の

通り保証を行っております。 
(保証債務) 

  

三和シヤッター 
(香港)有限公司 

5百万円

   
辛建文・三和 
有限公司 

3百万円

   
三和シヤッター 
(シンガポール)
有限公司 

7百万円

   
その他 7百万円
計 24百万円

連結子会社以外の会社の金融機

関からの借入金等に対して次の

通り保証を行っております。 
(保証債務) 
三和シヤッター
(香港)有限公司 

5百万円

  
メテック・三和有
限公司（辛建文・
三和有限公司から
名称変更） 

6百万円

  
三和シヤッター
(シンガポール)
有限公司 

10百万円

  
その他 5百万円
計 27百万円

連結子会社以外の会社の金融機

関からの借入金等に対して次の

通り保証を行っております。 
(保証債務) 

  

三和シヤッター 
(香港)有限公司 

11百万円

 
メテック・三和有
限公司（辛建文・
三和有限公司から
名称変更） 

7百万円

 
その他 6百万円
計 25百万円

※4.コミットメントライン契約 

当社グループは、運転資金の効

率的な調達を行うため、主要取

引金融機関とコミットメントラ

イン契約を締結しております。 

  

コミットメントラ
イン契約総額 

16,492百万円

当中間連結会計期
間末借入実行残高 

2,374百万円

※4.コミットメントライン契約 

当社グループは、運転資金の効

率的な調達を行うため、主要取

引金融機関とコミットメントラ

イン契約を締結しております。 

  

コミットメントラ
イン契約総額 

27,144百万円

当中間連結会計期
間末借入実行残高

5,108百万円

※4.コミットメントライン契約 

当社グループは、運転資金の効

率的な調達を行うため、主要取

引金融機関とコミットメントラ

イン契約を締結しております。 
コミットメントラ
イン契約総額 

25,903百万円

当連結会計年度末
借入実行残高 

3,821百万円

―――――― ※5.中間連結会計期間末日満期手形

等の処理 

当中間連結会計期間末日は金融

機関の休日でありますが、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。なお、当中

間連結会計期間末残高から除か

れている金額は次のとおりで

す。 

  

受取手形 2,016百万円
支払手形 701百万円
債務引受型決済サ
ービス（買掛金）

0百万円

―――――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※1.販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

貸倒引当金繰入額 465百万円

給料手当 10,262百万円

賞与引当金繰入額 2,233百万円

退職給付費用 1,192百万円
役員退職金引当金繰入額 55百万円

福利厚生費 3,014百万円

賃借料 1,583百万円

研究開発費 1,315百万円

支払手数料 2,337百万円

※1.販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

貸倒引当金繰入額 237百万円

給料手当 10,841百万円

賞与引当金繰入額 1,937百万円

退職給付費用 895百万円
役員退職金引当金繰入額 123百万円

福利厚生費 2,894百万円

賃借料 1,628百万円

研究開発費 1,493百万円

支払手数料 2,562百万円

※1.販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

貸倒引当金繰入額 1,055百万円

給料手当 21,023百万円

賞与引当金繰入額 2,010百万円

退職給付費用 2,039百万円
役員退職金引当金繰入額 96百万円

福利厚生費 5,637百万円

賃借料 3,259百万円

研究開発費 2,776百万円

支払手数料 4,887百万円

※2.固定資産売却益 

固定資産の売却による収益で次

の通りであります。 

建物 7百万円

※2.固定資産売却益 

固定資産の売却による収益で次

の通りであります。 

建物 6百万円

機械装置 9百万円

 計 17百万円

※2.固定資産売却益 

固定資産の売却による収益で次

の通りであります。 

建物 7百万円

機械装置 10百万円

工具・器具・備品 2百万円

 計 21百万円

※3.固定資産処分損 

固定資産の除却による損失で次

のとおりであります。 

機械装置 7百万円

工具・器具・備品 4百万円

 計 12百万円

※3.固定資産処分損 

固定資産の除却による損失で次

のとおりであります。 

建物 1百万円

機械装置 18百万円

工具・器具・備品 22百万円

 計 42百万円

※3.固定資産処分損 

固定資産の除却による損失で次

のとおりであります。 

建物 41百万円

構築物 7百万円

機械装置 25百万円

車両運搬具 1百万円

工具・器具・備品 13百万円

会員権他 4百万円

 計 94百万円

※4.固定資産売却損 

固定資産の売却による損失で次

のとおりであります。 

構築物 13百万円

機械装置 2百万円

 計 17百万円

※4.固定資産売却損 

固定資産の売却による損失で次

のとおりであります。 

機械装置 3百万円

※4.固定資産売却損 

固定資産の売却による損失で次

のとおりであります。 

建物 1百万円

構築物 16百万円

機械装置 11百万円

会員権他 3百万円

 計 32百万円

―――――― ※5.子会社事業再構築費用 

米国及びドイツの子会社におけ

る事業再構築費用であります。 

※5.子会社事業再構築費用 

ドイツの子会社における事業再

構築費用であります。 

―――――― ※6.関係会社支援損 

ロシアの非連結子会社を支援し

たものであります。 

※6.関係会社支援損 

フランス及びロシアの非連結子

会社を支援したものでありま

す。 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※7.製品不具合対策損失 

米国子会社における製品不具合

により発生した対策損失を計上

したものであります。 

―――――― ※7.製品不具合対策損失 

米国子会社における製品不具合

により発生した対策損失を計上

したものであります。 

※8.子会社労働争議損失 

米国子会社の工場にて労使協約

に関する労働争議が発生し、損

失を計上したものであります。

なお、平成17年６月８日にて、

該当労働争議は終結しておりま

す。 

―――――― ※8.子会社労働争議損失 

米国子会社の工場にて労使協約

に関する労働争議が発生し、損

失を計上したものであります。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 ・単元未満株式の買取請求による増加37千株 

 ・第71期定時株主総会決議に基づく取得による増加10,061千株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 ・単元未満株式の買増請求による減少８千株 

 ・ストックオプションの権利行使による減少650千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

（注）１株当たり配当額8.5円には、記念配当2.0円を含む 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（千株） 270,420 ― ― 270,420 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（千株） 10,815 10,098 658 20,255 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
第71期定時株主総会 

普通株式 2,206 8.5 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月13日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 1,626 6.5 平成18年９月30日 平成18年12月４日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※1.現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

現金及び預金勘定 31,426百万円

有価証券勘定 4,323百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△1,495百万円

取得日から償還日
までの期間が３ヶ
月を超える債券等 

△217百万円

現金及び現金同等
物 

34,037百万円

※1.現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

現金及び預金勘定 21,417百万円

有価証券勘定 6,024百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△985百万円

取得日から償還日
までの期間が３ヶ
月を超える債券等 

△1,015百万円

現金及び現金同等
物 

25,442百万円

※1.現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 13,313百万円

有価証券勘定 107百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△495百万円

取得日から償還日
までの期間が３ヶ
月を超える債券等 

△7百万円

転換社債償還に係
る預け金 

32,187百万円

現金及び現金同等
物 

45,106百万円

 



(リース取引関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
有形固定資産
の「その他」

取得価額 
相当額 

1,754百万円

減価償却累計額 
相当額 

1,108百万円

中間期末残高 
相当額 

645百万円

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 
有形固定資産
の「その他」

取得価額
相当額 

1,181百万円

減価償却累計額
相当額 

610百万円

中間期末残高
相当額 

571百万円

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

有形固定資産
の「その他」

取得価額
相当額 

1,573百万円

減価償却累計額 
相当額 

1,055百万円

期末残高
相当額 

517百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相

当額は、有形固定資産の中間

期末残高等に占める未経過リ

ース料中間期末残高の割合が

低いため、「支払利子込み

法」により算定しておりま

す。 

１年以内 296百万円

１年超 348百万円

合計 645百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年以内 182百万円

１年超 388百万円

合計 571百万円

(2)未経過リース料期末残高相当額

  

なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算

定しております。 

１年以内 235百万円

１年超 282百万円

合計 517百万円

(3)支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 213百万円

減価償却費相当額 213百万円

(3)支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 137百万円

減価償却費相当額 137百万円

(3)支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 377百万円

減価償却費相当額 377百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

2.オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  

１年以内 642百万円

１年超 2,000百万円

合計 2,643百万円

2.オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  

１年以内 438百万円

１年超 3,985百万円

合計 4,424百万円

2.オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 676百万円

１年超 3,802百万円

合計 4,478百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

1.その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注)上記「その他」には、投資事業組合を通じて所有する株式（取得原価：4,014百万円、中間連結貸借対照表計上額：4,303百万

円、差額(益)288百万円）が含まれております。 

  

2.時価評価していない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

1.その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

2.時価評価していない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

区分 
前中間連結会計期間末 

取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1)株式 5,526 7,440 1,913 

(2)債券       

社債 1,708 1,705 △2 

(3)その他 8,353 8,490 136 

合計 15,589 17,637 2,047 

非上場株式 7,103百万円

ＣＰ・ＦＦＦ等 1,100百万円

区分 
当中間連結会計期間末 

取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1)株式 9,026 11,579 2,552 

(2)債券       

社債 1,505 1,490 △15 

(3)その他 7,778 8,278 499 

合計 18,310 21,348 3,037 

非上場株式 9,763百万円

合同運用金銭信託 2,000百万円



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

1.その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

2.時価評価していない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

区分 
前連結会計年度末 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1)株式 9,704 12,808 3,104 

(2)債券       

社債 1,507 1,470 △36 

(3)その他 3,804 4,551 747 

合計 15,015 18,830 3,814 

非上場株式 7,108百万円

ＣＰ・ＦＦＦ等 107百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

(注)1.時価の算定方法は、スワップ契約を締結している各金融機関から提示された価格によっております。 

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

(注)1.時価の算定方法は、スワップ契約を締結している各金融機関から提示された価格によっております。 

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

(注)1.時価の算定方法は、スワップ契約を締結している各金融機関から提示された価格によっております。 

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

対象物の種類 取引の種類 
前中間連結会計期間末 

契約額等
(百万円) 

時価(百万円)
評価損益 
(百万円) 

金利関連 スワップ取引 10,000 △111 △111 

商品関連 非鉄金属スワップ取引 804 81 81 

対象物の種類 取引の種類 
当中間連結会計期間末 

契約額等
(百万円) 

時価(百万円)
評価損益 
(百万円) 

金利関連 スワップ取引 10,000 △684 △684 

商品関連 非鉄金属スワップ取引 1,409 203 203 

対象物の種類 取引の種類 
当連結会計年度末 

契約額等
(百万円) 

時価(百万円)
評価損益 
(百万円) 

金利関連 スワップ取引 10,000 △636 △636 

商品関連 非鉄金属スワップ取引 1,434 279 279 



(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１．結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容 

（結合当事企業）上海宝鋼産業発展有限公司 

（対象となった事業の内容）産業用市場向けシャッター、オーバーヘッドドア等の製造、販売、施工等 

（２）企業結合の法的形式 

共同支配企業の形成 

（３）結合後企業の名称 

上海宝産三和門業有限公司 

（４）取引の目的を含む取引の概要 

中国での業容拡大の基盤として上記（３）の合弁会社への払込出資 

  

２．実施した会計処理の概要 

中国の上海宝鋼産業発展有限公司の対象となった事業と当社の中国でのシャッター等関連事業とを統合するも

のであり、企業結合会計基準における共同支配企業の形成の判定要件（独立企業要件、契約要件、対価要件、そ

の他の支配要件）をすべて満たしている為、共同支配企業の形成と判断したものであります。 

なお、当該払込出資額は中間連結貸借対照表の投資有価証券に計上しております。 

（中間貸借対照表では関係会社株式・出資金に計上） 

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注)1.製品系列を考慮し、事業区分を行っております。 

2.各事業の主な製品は以下の通りであります。 

(1)ビル商業施設建材事業……シャッター製品、シャッター関連製品、ビル用ドア製品、間仕切製品、 

ステンレス製品、フロント製品、荷役設備製品等 

(2)住宅建材事業………………窓製品、住宅用ドア製品、エクステリア製品、住宅用ガレージドア製品等 

(3)メンテ・リフォーム事業…メンテナンスサービス事業、リフォーム事業 

(4)その他事業…………………車両用ドア製品 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注)1.製品系列を考慮し、事業区分を行っております。 

2.各事業の主な製品は以下の通りであります。 

(1)ビル商業施設建材事業……シャッター製品、シャッター関連製品、ビル用ドア製品、間仕切製品、 

ステンレス製品、フロント製品、荷役設備製品等 

(2)住宅建材事業………………窓製品、住宅用ドア製品、エクステリア製品、住宅用ガレージドア製品等 

(3)メンテ・リフォーム事業…メンテナンスサービス事業、リフォーム事業 

(4)その他事業…………………車両用ドア製品 

  

  

ビル
商業施設 
建材事業 
(百万円) 

  
住宅 
建材事業 
  

(百万円) 

メンテ・
リフォーム
事業 
(百万円) 

その他 
事業 
  

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

  
消去又は 
全社 
  

(百万円) 

  
連結 
  

(百万円) 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 83,886 45,332 8,408 3,106 140,734 ― 140,734 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

71 71 4 ― 148 (148) ―

計 83,958 45,404 8,413 3,106 140,882 (148) 140,734 

営業費用 81,203 44,318 7,582 2,775 135,879 (148) 135,731 

営業利益 2,754 1,086 831 331 5,003 ― 5,003 

  

ビル
商業施設 
建材事業 
(百万円) 

  
住宅 
建材事業 
  

(百万円) 

メンテ・
リフォーム
事業 
(百万円) 

その他 
事業 
  

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

  
消去又は 
全社 
  

(百万円) 

  
連結 
  

(百万円) 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 86,986 47,919 8,682 3,499 147,088 ― 147,088 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

276 130 8 ― 414 (414) ―

計 87,262 48,049 8,690 3,499 147,502 (414) 147,088 

営業費用 84,078 47,161 7,995 3,132 142,368 (414) 141,953 

営業利益 3,184 888 694 367 5,134 ― 5,134 



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注)1.製品系列を考慮し、事業区分を行っております。 

2.各事業の主な製品は以下の通りであります。 

(1)ビル商業施設建材事業……シャッター製品、シャッター関連製品、ビル用ドア製品、間仕切製品、 

ステンレス製品、フロント製品、荷役設備製品等 

(2)住宅建材事業………………窓製品、住宅用ドア製品、エクステリア製品、住宅用ガレージドア製品等 

(3)メンテ・リフォーム事業…メンテナンスサービス事業、リフォーム事業 

(4)その他事業…………………車両用ドア製品 

  

  

ビル
商業施設 
建材事業 
(百万円) 

  
住宅 
建材事業 
  

(百万円) 

メンテ・
リフォーム
事業 
(百万円) 

その他 
事業 
  

(百万円) 

計 
  

(百万円) 

  
消去又は 
全社 
  

(百万円) 

  
連結 
  

(百万円) 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 192,476 100,366 17,977 6,417 317,238 ― 317,238 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

242 166 13 ― 422 (422) ―

計 192,719 100,533 17,991 6,417 317,661 (422) 317,238 

営業費用 182,122 96,957 15,534 5,725 300,340 (422) 299,917 

営業利益 10,597 3,575 2,456 692 17,321 ― 17,321 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注)国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

1.国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による 

2.各区分に属する主な国又は地域…北米：アメリカ、カナダ 

欧州：ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、イギリス他 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注)国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

1.国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による 

2.各区分に属する主な国又は地域…北米：アメリカ、カナダ 

欧州：ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、イギリス他 

  

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 80,200 37,601 22,932 140,734 ― 140,734 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

0 25 0 26 (26) ―

計 80,200 37,626 22,933 140,760 (26) 140,734 

営業費用 77,183 35,881 22,692 135,757 (26) 135,731 

営業利益 3,017 1,744 241 5,003 ― 5,003 

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 80,286 41,853 24,947 147,088 ― 147,088 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2 62 252 317 (317) ―

計 80,289 41,916 25,199 147,405 (317) 147,088 

営業費用 77,113 40,260 24,896 142,270 (317) 141,953 

営業利益 3,175 1,655 302 5,134 ― 5,134 



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注)国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

1.国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による 

2.各区分に属する主な国又は地域…北米：アメリカ、カナダ 

欧州：ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、イギリス他 

  

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 180,054 87,177 50,006 317,238 ― 317,238 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 79 24 104 (104) ―

計 180,054 87,257 50,030 317,342 (104) 317,238 

営業費用 169,153 82,275 48,592 300,021 (104) 299,917 

営業利益 10,901 4,981 1,438 17,321 ― 17,321 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

(注)国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

1.国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による 

2.各区分に属する主な国又は地域…北米：アメリカ、カナダ 

欧州：ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、イギリス他 

その他：香港、シンガポール他 

3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

(注)国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

1.国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による 

2.各区分に属する主な国又は地域…北米：アメリカ、カナダ 

欧州：ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、イギリス他 

その他：香港、シンガポール他 

3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(注)国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

1.国又は地域の区分の方法…………地理的近接度による 

2.各区分に属する主な国又は地域…北米：アメリカ、カナダ 

欧州：ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、イギリス他 

その他：香港、シンガポール他 

3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  北米 欧州 その他 計 

Ⅰ.海外売上高(百万円) 37,248 22,939 404 60,591 

Ⅱ.連結売上高(百万円) ― ― ― 140,734 

Ⅲ.連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

26.5 16.3 0.3 43.1 

  北米 欧州 その他 計 

Ⅰ.海外売上高(百万円) 41,642 24,953 556 67,153 

Ⅱ.連結売上高(百万円) ― ― ― 147,088 

Ⅲ.連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

28.3 17.0 0.4 45.7 

  北米 欧州 その他 計 

Ⅰ.海外売上高(百万円) 86,720 49,802 863 137,386 

Ⅱ.連結売上高(百万円) ― ― ― 317,238 

Ⅲ.連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

27.3 15.7 0.3 43.3 



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

1.１株当たり純資産額 

  

2.１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 507円59銭 １株当たり純資産額 580円98銭 １株当たり純資産額 583円33銭 

１株当たり中間純利益 14円09銭 １株当たり中間純利益 13円67銭 １株当たり当期純利益 46円89銭 

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益 

11円43銭
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益 

13円62銭
潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益 

39円25銭 

  
前中間連結
会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結
会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結 
会計年度末 

(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額 

（百万円） 
― 145,340 ― 

普通株式の発行済株式数（千株） ― 270,420 ― 

普通株式の自己株式数（千株） ― 20,255 ― 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数（千株） 

― 250,164 ― 

  

前中間連結
会計期間 

(自平成17年４月１日 
 至平成17年９月30日) 

当中間連結
会計期間 

(自平成18年４月１日 
 至平成18年９月30日) 

前連結 
会計年度 

(自平成17年４月１日 
 至平成18年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益       

中間(当期)純利益（百万円） 3,040 3,524 10,355 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 70 

うち利益処分による役員賞与金 

（百万円） 
― ― 70 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

（百万円） 
3,040 3,524 10,285 

普通株式の期中平均株式数（千株） 215,710 257,714 219,359 

        

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 
      

中間(当期)純利益調整額（百万円） 170 ― 741 

うち転換社債利息(税額相当額控除後) 

（百万円） 
166 ― 279 

うち転換社債事務手数料 

(税額相当額控除後)（百万円） 
3 ― 462

普通株式増加数（千株） 65,132 987 61,611 

うち転換社債（千株） 63,438 ― 59,933 

うちストックオプション（千株） 1,694 987 1,678 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

―――― ―――― ―――― 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

（社債の発行について） 

当社は、平成17年9月26日開催の

取締役会において、国内無担保社

債発行の決議を行い、当該決議に

基づき平成17年10月27日に社債を

発行しました。社債の主な内容は

次のとおりであります。なお、社

債発行による手取金の使途は、転

換社債償還資金及び運転資金に充

当する予定であります。 

＜社債の概要＞ 

銘柄 第2回無担保社債（社債

間限定同順位特約付） 

券面総額 10,000百万円 

発行価額総額 10,000百万円 

発行価格 額面100円につき100円 

利率 年1.13% 

償還期限 平成22年10月27日 

発行日 平成17年10月27日 

―――――― ―――――― 



(2)【その他】 

該当事項はありません。 

  



2. 【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

1.現金及び預金   27,927    18,567   9,642    

2.転換社債償還に係る預け金   ―    ―   32,187    

3.受取手形 ※４ 23,246    21,053   24,341    

4.売掛金   21,326    24,691   28,966    

5.有価証券   4,306    6,017   100    

6.棚卸資産   25,098    28,008   19,960    

7.繰延税金資産   1,506    1,447   1,549    

8.その他   7,755    6,849   6,912    

9.貸倒引当金   △553    △568   △585    

流動資産合計     110,614 44.5  106,067 42.9   123,076 47.1

Ⅱ 固定資産                

1.有形固定資産 ※１              

(1)建物   7,505    7,188   7,311    

(2)土地   11,596    17,057   11,596    

(3)その他   10,988 30,091 12.1 6,589 30,834 12.5 11,376 30,284 11.6

2.無形固定資産     5,257 2.1  6,589 2.7   5,990 2.3

3.投資その他の資産                

(1)投資有価証券   21,476    27,048   25,899    

(2)関係会社株式・ 
出資金 

  61,380   60,419 59,878   

(3)長期貸付金   9,053    6,536   6,293    

(4)繰延税金資産   7,526    7,233   7,244    

(5)その他   3,696    2,768   2,734    

(6)貸倒引当金   △426 102,706 41.3 △322 103,684 41.9 △365 101,685 39.0

固定資産合計     138,054 55.5  141,108 57.1   137,960 52.9

資産合計     248,669 100.0  247,175 100.0   261,037 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

1.支払手形 ※４ 4,824    4,695   4,924    

2.買掛金 ※４ 25,078    27,179   27,795    

3.短期借入金 ※３ 6,345    6,445   6,345    

4.コマーシャルペーパー   ―    ―   10,000    

5.1年以内に償還期限の
到来する転換社債 

  46,627   ― ―   

6.未払金   6,005    7,191   6,636    

7.未払消費税等   523    404   974    

8.未払法人税等   2,181    2,151   2,593    

9.賞与引当金   2,519    2,252   2,397    

10.その他   9,235    10,576   6,085    

流動負債合計     103,340 41.6  60,895 24.6   67,752 26.0

Ⅱ 固定負債                

1.社債   5,000    15,000   15,000    

2.長期借入金   15,150    20,150   20,150    

3.退職給付引当金   8,853    8,097   8,411    

4.役員退職金引当金   1,083    701   1,135    

5.その他   2    18   14    

固定負債合計     30,089 12.1  43,967 17.8   44,711 17.1

負債合計     133,430 53.7  104,863 42.4   112,464 43.1

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     22,952 9.2  ― ―   38,413 14.7

Ⅱ 資本剰余金                

 資本準備金   24,483    ―   39,902    

資本剰余金合計     24,483 9.8  ― ―   39,902 15.3

Ⅲ 利益剰余金                

1.利益準備金   3,919    ―   3,919    

2.任意積立金   64,130    ―   64,130    

3.中間(当期) 
未処分利益 

  4,335   ― 4,959   

利益剰余金合計     72,385 29.1  ― ―   73,009 28.0

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    1,232 0.5 ― ―   2,296 0.9

Ⅴ 自己株式     △5,815 △2.3  ― ―   △5,049 △1.9

資本合計     115,238 46.3  ― ―   148,572 56.9

負債資本合計     248,669 100.0  ― ―   261,037 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

1.資本金     ― ―  38,413 15.5   ― ―

2.資本剰余金                

資本準備金   ―    39,902   ―    

資本剰余金合計     ― ―  39,902 16.1   ― ―

3.利益剰余金                

(1)利益準備金   ―    3,919   ―    

(2)その他利益剰余金                

配当平均積立金   ―    140   ―    

技術開発積立金   ―    70   ―    

別途積立金   ―    64,920   ―    

繰越利益剰余金   ―    4,556   ―    

利益剰余金合計     ― ―  73,606 29.8   ― ―

4.自己株式     ― ―  △11,430 △4.6   ― ―

株主資本合計     ― ―  140,492 56.8   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

1.その他有価証券評価 
差額金 

    ― ― 1,828 0.7   ― ―

2.繰延ヘッジ損益     ― ―  △8 △0.0   ― ―

評価・換算差額等合計     ― ―  1,819 0.7   ― ―

純資産合計     ― ―  142,312 57.6   ― ―

負債純資産合計     ― ―  247,175 100.0   ― ―

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     71,076 100.0  72,463 100.0   159,845 100.0

Ⅱ 売上原価     51,365 72.3  52,599 72.6   117,269 73.4

売上総利益     19,711 27.7  19,863 27.4   42,576 26.6

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

    17,074 24.0 17,060 23.5   33,046 20.7

営業利益     2,636 3.7  2,802 3.9   9,529 6.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,246 1.8  1,102 1.5   2,158 1.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   633 0.9  331 0.5   1,667 1.0

経常利益     3,249 4.6  3,573 4.9   10,020 6.3

Ⅵ 特別利益 ※３   1,524 2.1  1,628 2.2   3,427 2.1

Ⅶ 特別損失 ※４   126 0.2  60 0.1   2,876 1.8

税引前中間(当期) 
純利益 

    4,648 6.5 5,141 7.1   10,571 6.6

法人税、住民税及び 
事業税 

  1,830   1,800 3,820   

法人税等調整額   52 1,882 2.6 428 2,228 3.1 △412 3,407 2.1

中間(当期)純利益     2,766 3.9  2,913 4.0   7,164 4.5

前期繰越利益     1,628   ―    1,628  

自己株式処分差損     59   ―    123  

中間配当額     ―   ―    1,403  

合併による抱合株式消却損     ―   ―    2,306  

中間(当期)未処分利益     4,335   ―    4,959  

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

配当平均 

積立金 

技術開発 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
38,413 39,902 3,919 140 70 63,920 4,959 

中間会計期間中の変動額               

 剰余金の配当（注）             △2,206 

 利益処分による役員賞与

（注） 
            △70 

 中間純利益             2,913 

 自己株式の取得               

 自己株式の処分             △39 

 別途積立金の積立（注）           1,000 △1,000 

 株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 
              

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― ― ― ― ― 1,000 △403 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
38,413 39,902 3,919 140 70 64,920 4,556 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
その他有価証券

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算

差額等合計 利益剰余金合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
73,009 △5,049 146,276 2,296 ― 2,296 148,572 

中間会計期間中の変動額               

 剰余金の配当（注） △2,206   △2,206       △2,206 

 利益処分による役員賞与

（注） 
△70   △70       △70 

 中間純利益 2,913   2,913       2,913 

 自己株式の取得   △6,690 △6,690       △6,690 

 自己株式の処分 △39 310 270       270 

 別途積立金の積立（注） ―   ―       ― 

 株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 
      △467 △8 △476 △476 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
596 △6,380 △5,783 △467 △8 △476 △6,260 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
73,606 △11,430 140,492 1,828 △8 1,819 142,312 



  
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

1. 資産の評価基準及び評価方法 1. 資産の評価基準及び評価方法 1.資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)有価証券 

子会社及び関連会社株式 

同左 

(1)有価証券 

子会社及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2)デリバティブ取引により生じる

債権及び債務 

(2)デリバティブ取引により生じる

債権及び債務 

(2)デリバティブ取引により生じる

債権及び債務 

時価法 同左 同左 

(3)棚卸資産 (3)棚卸資産 (3)棚卸資産 

原材料のうちアルミニウム品 

総平均法による低価法 

同左 同左 

その他の棚卸資産 

総平均法による原価法 

    

2. 固定資産の減価償却の方法 2. 固定資産の減価償却の方法 2. 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法 

耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法

を採用しております。 

また、10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産について

は、３年均等償却を採用して

おります。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

定額法 

耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基

準によっております。また、

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

(3)長期前払費用 

定額法 

耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

(3)長期前払費用 

同左 

(3)長期前払費用 

同左 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

3. 引当金の計上基準 3. 引当金の計上基準 3. 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権等の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

及び破産更生債権については財

務内容評価法により計上してお

ります。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上

しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

数理計算上の差異については、

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により発生年度から

費用処理しております。 

過去勤務債務については、発生

した年度で一括費用処理してお

ります。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産に基づき、当期

末において発生している額を計

上しております。 

数理計算上の差異については、

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により発生年度から

費用処理しております。 

過去勤務債務については、発生

した年度で一括費用処理してお

ります。 

(4)役員退職金引当金 

役員の退職金支給に備えるた

め、会社内規定による中間期末

退職金要支給額を計上しており

ます。 

(4)役員退職金引当金 

同左 

(4)役員退職金引当金 

役員の退職金支給に備えるた

め、会社内規定による期末退職

金要支給額を計上しておりま

す。 

4. リース取引の処理方法 4. リース取引の処理方法 4. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

5. ヘッジ会計の方法 5. ヘッジ会計の方法 5. ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、金利スワ

ップについては特例処理の要件

を満たしている場合は特例処理

を採用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

  

ヘッジ対象 

有利子負債、有価証券、貸付

金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  

ヘッジ対象 

借入金、有価証券 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3)ヘッジ方針 

社内規定に基づき、主として資

産又は負債に係る為替変動及び

金利変動等のリスクを回避する

ために、デリバティブ取引を利

用しております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額と

ヘッジ対象の変動額の累計額を

比較して、有効性の判断を行っ

ております。ただし、ヘッジ手

段とヘッジ対象の資産又は負債

に関する重要な条件が同一であ

る場合には、ヘッジ有効性評価

を省略しております。また、特

例処理によっている金利スワッ

プについても同様であります。 

同左 同左 

6. その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

6.その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

6.その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺のうえ、「未

払消費税等」として表示してお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 



（会計方針の変更） 

（表示方法の変更） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は142,321百万円であ

ります。 

また、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期から「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

―――――― （企業結合に係る会計基準等） 

当中間会計期間から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基

準適用指針第10号）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響

はありません。 

―――――― 

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となったこと及び「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたことに伴い、前中間会

計期間末まで投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しておりました投資事業有限責任組合及びそれに

類する組合への出資（証券取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）を前事業年度末より「投

資有価証券」（前中間会計期間末3,844百万円）として

表示する方法に変更しております。 

なお、当中間会計期間末の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は、4,303百万円であります。 

―――――― 



  
注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

35,815百万円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

37,009百万円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

36,342百万円 

 2.偶発債務 

他の会社の金融機関からの借

入金等に対して次のとおり保

証を行っております。 

 2.偶発債務 

同左 

 2.偶発債務 

同左 

(保証債務) (保証債務) (保証債務) 
Sanwa USA INC. 9,522百万円

(84,129千米ドル)

Sanwa USA INC. 6,423百万円
(54,485千米ドル)

Sanwa USA INC. 6,635百万円
(56,485千米ドル)

Overhead Door 

Corporation 
3,943百万円

(34,843千米ドル)

Overhead Door 

Corporation 
5,471百万円

(46,405千米ドル)

Overhead Door 

Corporation 
6,737百万円

(57,355千米ドル)

三和シヤッター(香

港)有限公司 
5百万円

(388千香港ドル)

三和シヤッター(香

港)有限公司 
5百万円

(388千香港ドル)

三和シヤッター(香

港)有限公司 
11百万円

(758千香港ドル)

辛建文・三和有限公

司 
3百万円

(127千マレーシア

リンギット)

メテック・三和有限

公司 
6百万円

(190千マレーシア

リンギット)

メテック・三和有限

公司 
7百万円

(236千マレーシア

リンギット)

三和シヤッター(シ

ンガポール)有限公

司 

7百万円
(110千シンガポール

ドル)

三和シヤッター(シ

ンガポール)有限公

司 

10百万円
(137千シンガポール

ドル)

Sanwa Shutter 

Germany GmbH 
13,257百万円
(92,834千ユーロ)

Sanwa Shutter 

Germany GmbH 
12,637百万円
(92,834千ユーロ)

Sanwa Shutter 

Germany GmbH 
13,903百万円
(92,834千ユーロ)

Novoferm GmbH 166百万円
(1,164千ユーロ)

Novoferm Schievano 

S.r.ｌ. 
477百万円

(3,506千ユーロ)

Novoferm Schievano 

S.r.ｌ. 
525百万円

(3,506千ユーロ)

Novoferm Schievano 

S.r.ｌ. 
500百万円

(3,506千ユーロ)

Sanwa Shutter 

France S.A.S. 
547百万円

(4,020千ユーロ)

Novoferm France 

S.A. 
602百万円

(4,020千ユーロ)

Sanwa Shutter 

France S.A.S. 
574百万円

(4,020千ユーロ)

※3.コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、主要取引金

融機関とコミットメントライ

ン契約を締結しております。 

コミットメント

ライン契約の総

額 

10,740百万円

借入実行残高 270百万円

※3.コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、主要取引金

融機関とコミットメントライ

ン契約を締結しております。 

コミットメント

ライン契約の総

額 

20,000百万円

借入実行残高 ―

※3.コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、主要取引金

融機関とコミットメントライ

ン契約を締結しております。 

コミットメント

ライン契約の総

額 

20,000百万円

借入実行残高 ―

―――――― ※4.中間会計期間末日満期手形等

の処理 

当中間会計期間末日は金融機関

の休日でありますが、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。なお、当中間会

計期間末残高から除かれている

金額は次のとおりです。 

  

受取手形 1,807百万円
支払手形 13百万円
債務引受型決済サ
ービス（買掛金）

0百万円

―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※1.営業外収益のうち ※1.営業外収益のうち ※1.営業外収益のうち 

受取利息 31百万円 

受取配当金 700百万円 

    

    

受取利息 69百万円 

受取配当金 295百万円 

    

    

受取利息 59百万円 

受取配当金 889百万円 

    

    

      

※2.営業外費用のうち ※2.営業外費用のうち ※2.営業外費用のうち 

支払利息 82百万円 

社債利息 303百万円 

    

    

支払利息 139百万円 

社債利息 84百万円 

デリバティブ評価損 47百万円 

売上割引料 38百万円 

支払利息 210百万円 

社債利息 566百万円 

    

    

      

※3.特別利益のうち ※3.特別利益のうち ※3.特別利益のうち 

投資有価証券売却益 1,522百万円 

    

投資有価証券売却益 1,627百万円 

    

投資有価証券売却益 3,422百万円 

    

      

※4.特別損失のうち ※4.特別損失のうち ※4.特別損失のうち 

固定資産処分損 12百万円 

投資有価証券評価損 110百万円 

    

    

固定資産処分損 9百万円 

投資有価証券評価損 50百万円 

    

    

固定資産処分損 72百万円 

投資有価証券評価損 98百万円 

転換社債償還損等 869百万円 

関係会社株式評価損 1,593百万円 

      

 5.減価償却実施額  5.減価償却実施額  5.減価償却実施額 

有形固定資産 811百万円 

無形固定資産 156百万円 

有形固定資産 794百万円 

無形固定資産 184百万円 

有形固定資産 1,732百万円 

無形固定資産 330百万円 

  



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   ・単元未満株式の買取請求による増加37千株 

   ・第71期定時株主総会決議に基づく取得による増加10,061千株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   ・単元未満株式の買増請求による減少８千株 

   ・ストックオプションの権利行使による減少650千株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 10,815 10,098 658 20,255 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

  
有形固定資産
の「その他」

取得価額 
相当額 

1,218百万円

減価償却累計額 
相当額 

835百万円

中間期末残高 
相当額 

382百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

同左 

  
有形固定資産
の「その他」

取得価額 
相当額 

758百万円

減価償却累計額
相当額 

421百万円

中間期末残高
相当額 

336百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」により

算定しております。 

有形固定資産
の「その他」 

取得価額
相当額 

1,006百万円

減価償却累計額
相当額 

748百万円

期末残高
相当額 

258百万円

2.未経過リース料中間期末残高相当

額 

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定しております。 

１年以内 229百万円

１年超 153百万円

合計 382百万円

2.未経過リース料中間期末残高相当

額 

同左 

１年以内 118百万円

１年超 218百万円

合計 336百万円

2.未経過リース料期末残高相当額 

  

なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しておりま

す。 

１年以内 160百万円

１年超 97百万円

合計 258百万円

3.支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 171百万円

減価償却費相当額 171百万円

3.支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 105百万円

減価償却費相当額 105百万円

3.支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 300百万円

減価償却費相当額 300百万円

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

4.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

4.減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

(企業結合等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月30日 至 平成18年９月30日) 

１．中間連結財務諸表等(1)中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
  
  

(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（社債の発行について） 

当社は、平成17年9月26日開催の

取締役会において、国内無担保社

債発行の決議を行い、当該決議に

基づき平成17年10月27日に社債を

発行しました。社債の主な内容は

次のとおりであります。なお、社

債発行による手取金の使途は、転

換社債償還資金及び運転資金に充

当する予定であります。 

＜社債の概要＞ 

銘柄 第2回無担保社債（社債

間限定同順位特約付） 

券面総額 10,000百万円 

発行価額総額 10,000百万円 

発行価格 額面100円につき100円 

利率 年1.13% 

償還期限 平成22年10月27日 

発行日 平成17年10月27日 

―――――― ―――――― 



(2)【その他】 

中間配当の件 

平成18年11月13日開催の取締役会において、第72期(平成18年４月１日～平成19年３月31日)における中間配当に

ついて下記のとおり決議いたしました。 

1.平成18年９月30日現在の株主に対し、所有株式１株につき6円50銭の配当をいたします。 

2.中間配当額                1,626,071,850 円 

3.支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成18年12月４日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

 (1) 
  

自己株券 
買付状況報告書 

      平成18年４月13日 
平成18年４月14日 
平成18年５月19日 
平成18年６月19日 
平成18年７月18日 
平成18年７月18日 
平成18年８月11日 
平成18年９月15日 
平成18年10月11日 
平成18年11月14日 
平成18年12月11日 
関東財務局長に提出。 

  
(2)  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

  

事業年度 
(第71期) 

  

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

    

平成18年６月26日 
関東財務局長に提出。 

  
(3)  

  
訂正発行登録書 
(社債) 

        
平成18年６月26日 
平成18年８月24日 
関東財務局長に提出。 

  
(4)  

  
自己株券買付状況 
報告書の訂正報告書 

        
平成18年９月20日 
平成18年９月20日 
関東財務局長に提出。 

  
(5) 

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

        
平成18年８月24日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月12日

三和シヤッター工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三和シ

ヤッター工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、三和シヤッター工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

（追記情報） 

「重要な後発事象」に記載されているとおり、平成17年10月27日に社債を発行している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

協立監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  串  畑  豊  量  印 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  御  前  善  彦  印 

※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月11日

三和シヤッター工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三和シ

ヤッター工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、三和シヤッター工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

協立監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  串  畑  豊  量  印 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  御  前  善  彦  印 

※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月12日

三和シヤッター工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三和シ

ヤッター工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第71期事業年度の中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、三和シヤッター工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

（追記情報） 

「重要な後発事象」に記載されているとおり、平成17年10月27日に社債を発行している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

協立監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  串  畑  豊  量  印 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  御  前  善  彦  印 

※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月11日

三和シヤッター工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三和シ

ヤッター工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第72期事業年度の中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、三和シヤッター工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

協立監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  串  畑  豊  量  印 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  御  前  善  彦  印 

※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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